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はじめに
　2015（平成27）年の改正公職選挙法により、選挙権年齢18歳への引下
げが実現した。ただ、若年層を中心とした投票率の低下が懸念されている
近時の状況にあって、いかに投票参加を促進し、投票率を向上させるかが
選挙管理における一層の課題となっている。そのためにも、投票を通じた
政治参加の意識をいかに高めるかが鍵となると考えられる。
　そうしたなか、2011（平成23）年に総務省の研究会が常時啓発として
の「主権者教育」を打ち出したところである（1）。ただ、類似の理念を掲げ
ながら以前より進められている法教育との連携・調整が見えてこないし、
また、啓発活動と教育活動との異同についての検討が十分なされていな
い。そのため、学校の担う期待と役割が肥大化し、OECDの調査において
初等・中等教育の教員の多忙さが世界一との結果が示される状況にあっ
て（2）、いたずらに現場の負担を増やすだけにならないのか懸念されるとこ
ろである。
　そこで、本稿では、主権者教育と法教育に関する考察を加え、両者の理
念・手法を整理・分析し、それらを架橋する視点を提示する。その際、法
学教育の一環として模擬国会を実施してきた筆者の経験を踏まえ、政治参
（1）　常時啓発事業のあり方等研究会「最終報告書・社会に参加し、自ら考え、自ら判断
する主権者を目指して―新たなステージ『主権者教育』へ」（平成23年12月）。以下、
「常時啓発報告書」という。
（2）　朝日新聞2014年７月５日。
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加の模擬体験を通じた教育・啓発の改善への道筋を示したい。
１、選挙管理の今日的課題――啓発活動の転換点
（１）常時啓発と主権者教育
　公職選挙法６条１項は、「選挙が公明且つ適正に行われるように、常に
あらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努める」ことが、総務大
臣・中央選挙管理会及び地方の選挙管理委員会の責務であるとしている。
こうした「常時啓発」が、戦後、官民一体となって行われてきたことは周
知の通りである。
　しかしながら、総務省の常時啓発報告書によれば、昨今の投票率の低下
に関し、「これまでの常時啓発の手法や内容が不十分であった面は否めな
い」とする（3）。それは、次のような社会の変化を背景にしている。
　かつて経済がほぼ順調に伸張する時代にあっては、学校教育を終えると安定した職
場が得られるという暗黙の前提があり、政治や社会に無関心でも、終身雇用と年功序
列というシステムが安定した生活を保障していた。そのようなシステムが続き、生活
が豊かになるに従い、人々の価値観は多様化し、政治に対する関心は相対的に低下し
た。しかし、このような事態は既に過去のものとなりつつある。
　若者も年配者もそれぞれに、社会的知識の欠如や政治的無関心では通用しない社会
になってきている。（4）
　そこで、現代に求められる新しい主権者像として「社会に参加し、自ら
考え、自ら判断する」姿を念頭におき、常時啓発のあり方を検討したもの
が本報告書である。より具体的には、「これからの常時啓発は、政治意識
の向上に重点を置き、常に学び続ける主権者を育てていかなければならな
い」とし、「社会参加」と「政治的リテラシー（政治的判断力や批判力）」
（3）　常時啓発報告書・前掲注１）２頁。
（4）　同上１頁。
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をキーワードとして挙げている（5）。
　社会参加については、「知識を習得するだけでなく、実際に社会の諸活
動に参加し、体験することで、社会の一員としての自覚は増大する」（6）と
し、こうした取組みを「有権者だけでなく、我が国の将来を担う子どもた
ちも、社会参加学習・体験学習を行い、早い段階から社会の一員であると
いう自覚を持ってもらうことが重要である」（7）と指摘する。
　政治的リテラシーについては、「我が国の学校教育においては、政治や
選挙の仕組みは教えるものの、政治的・社会的に対立する問題を取り上
げ、政治的判断能力を訓練することを避けてきた」とし、「情報を収集し、
的確に読み解き、考察し、判断する訓練が必要である」とする（8）。
　そして、こうした取組みを積み重ね、最終的には2018（平成30）年頃
に予定されている「次期学習指導要領において政治教育をさらに充実さ
せ、学校教育のカリキュラムにしっかりと位置づける必要がある」として
いる（9）。
　このように、選挙管理業務における従来の常時啓発の枠を超えて、主権
者教育へと踏み出すように提言した点で、常時啓発報告書の役割は画期的
であったといえよう。
（２）原型としてのシティズンシップ教育
　では、そこで提言された主権者教育は具体的にどのようなものなのであ
ろうか。
　研究会報告書では諸外国の政治教育の状況を参照しているが、そこでの
主権者教育の理念に大きな影響を与えているのが、イギリスにおけるシ
ティズンシップ教育である。従来のイギリスにおいて、政府がシティズン
（5）　同上５-６頁。
（6）　同上。
（7）　同上６頁。
（8）　同上。
（9）　同上10頁。
主権者教育と法教育―政治参加の模擬体験を通じて（岡田） 151
シップ教育を通じて学校に関与することは消極的であったが、1990年代
頃からその必要性がこれまでになく注目されるようになったとされる（10）。
その背景としては、次のような事情が挙げられる。
　直接的な契機は、「若者の疎外（youth alienation）」と呼ばれる諸問題である。具体
的には、若者の政治的無関心や低投票率をはじめ、学校の無断欠席、暴力・犯罪行為
の増加など、様々な場面で若者の政治や社会に対する疎外感が深刻な問題として現れ
た。加えて、移民の増加によるイギリス社会の多文化社会化、共通の価値観の欠如と
いった問題が進行し、異なる民族や宗教にアイデンティティをもつ人々の共通の基盤
を形成するために、シティズンシップ教育に対する期待が高まっていった。（11）
　そこでブレア政権は、1997年にバーナード・クリックを委員長とする
シティズンシップ諮問委員会を設置し、同委員会は、翌年に「シティズ
ンシップの教育と学校における民主主義の教授」（いわゆる「クリック・
レポート」）を公表した（12）。これを受けて2002年から「シティズンシップ」
が中等教育において必修科目化された。
　わが国では、経済産業省が設置した研究会が2006年に報告書を出して
おり、そこでは、「今後、わが国において、成熟した市民社会が形成され
ていくためには、市民一人ひとりが、社会の一員として、地域や社会での
課題を見つけ、その解決やサービス提供に関わることによって、急速に変
革する社会の中でも、自分を守ると同時に他者との適切な関係を築き、職
に就いて豊かな生活を送り、個性を発揮し、自己実現を行い、さらにより
（10）　奥村牧人「英米のシティズンシップ教育とその課題―政治教育の取り組みを中心
に」国立国会図書館調査及び立法考査局『青少年をめぐる諸問題（総合調査報告書）』
（2009年）18頁。www.ndl.go.jp/jp/diet/publication/document/2009/200884.pdf
（11）　同上。
（12）　Advisory Group on Citizenship, Education for citizenship and the teaching of 
democracy in schools （22 Sep., 1998） （hereinafter "Crick Report"）; available at 
http://dera.ioe.ac.uk/4385/1/crickreport1998.pdf
白鷗法学　第22巻１号（通巻第45号）（2015）152
よい社会づくりに参加・貢献するために必要な能力を身に付けることが不
可欠だ」として、こうした能力を身につけるための教育を「シティズンシッ
プ教育」と呼び（13）、具体的な方法や内容について検討を加えている。総務
省の常時啓発報告書も基本的にその路線を引き継いでいる。
　一概に「シティズンシップ」の意義や内容を確定することは難しい
が、クリック・レポートでは、「社会的・道徳的責任（social and moral 
responsibility）」、「コミュニティーへの参加（community involvement）」
そして「政治的リテラシー（political literacy）」の３つの要素に着目して
いる（14）。これらの要素は相互に関連するものではあるが、そのうち、政治
的リテラシーを要素に加えたことにクリック・レポートの意義があるとさ
れる（15）。政治的リテラシーとは、単なる政治的知識を超えて、「知識、技
能及び価値観を通じて、市民生活における自身の意義を高めることとその
方法について学ぶこと」をいうが（16）、そのために「批判的に物事を分析し
て行動」することが重要である（17）。それは、シティズンシップ教育が「何
らかの国民に共通する資質を育てようとする」一方で、「国家や共同体に
従う市民を育てるだけではなく、国家や共同体自体を変えていける市民を
育てる可能性を」持っているからである（18）。
　価値観の多様化した社会においては、最小限度の共通の価値観の必要性
は認めるという共通の基盤を有しつつも、他者の価値観を尊重するという
（13）　経済産業省「シティズンシップ教育と経済社会での人々の活躍についての研究会
報告書」（平成18年３月）９頁。
　　http://www.akaruisenkyo.or.jp/wp/wp-content/uploads/2012/10/hokokusho.pdf
（14）　Crick Report, supra note 12 at 11.
（15）　木原直美「ブレア政権下における英国市民性教育の展開」飛梅論集（九州大学）
創刊号（2001年）101頁、藤田裕子「イギリスにおけるシティズンシップ教育の展
開とクリック報告―政治的リテラシーの意義」教育学論集（大阪市立大学）37号（2011
年）13頁。
（16）　Crick Report, supra note 12 at 13.
（17）　木原・前掲注15）101頁。
（18）　藤田・前掲注15）18頁。
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「ササラ型」（19）社会の構築が不可欠で、それがあるべき社会統合の姿とい
える。シティズンシップ教育は、そうした社会構築不可欠な人間の教育を
目指すものといえるだろう。「そして立場や考えが違う人と共に新しい社
会を作り出していける…市民を育てるためには、まずは教師自身が考えの
違う人同士がわかりあうための手続き的価値を重要だと認識し、それを伝
える必要がある」（20）と考えられる（21）。
（３）教育の場としての選挙と模擬投票
　常時啓発における主権者教育もこうした理念に沿って行われているので
あるが、そのための具体的なメニューは非常に多彩なものがある。そのう
ち、本稿では模擬投票を中心としたロールプレイに焦点を当ててみたい。
　クリック・レポートにおいて、ロールプレイや劇、物語は「他者の経験
を考察し、正当に評価する能力を育成する上で役立つ」としている（22）。ま
た、中央教育審議会は、高等教育に関して示した答申において、教育方法
の改善として「学習意欲や目的意識の希薄な学生に対し、どのようなイン
パクトを与え、主体的に学ぼうとする姿勢や態度を持たせるかは、極めて
重要な課題」であるとし、「単に既存の知識を一方向的に伝達するのみで
はなく、討論などを含む双方向型の授業を行うこと、学生自らが『研究』
（19）　丸山真男『日本の思想』（岩波新書、1961年）129頁。なお、岡田順太『関係性の
憲法理論―現代市民社会と結社の自由』（丸善プラネット、2015年）108頁参照。
（20）　藤田・前掲注15）19頁。そこでの「手続き的価値」において鍵となる概念が「機
能的寛容」であり、「異質な存在や少数者を容認し、その自由や権利を擁護する」意
味での寛容ではなく、自身の「選択が唯一絶対ではないこと、その選択は何らかの
絶対的な根拠に基づいてなされているわけでもないことの自覚と受容」という意味
である。藤田・同上17-18頁。
（21）　参照、蓮見二郎「市民的共和主義とシティズンシップ教育 ―『公共生活における
政治哲学』・『市民的共和主義と市民教育』の検討を通じて」政治研究（九州大学）
61号（2014年）37-51頁、池野範男「グローバル時代のシティズンシップ教育 ： 問題
点と可能性：民主主義と公共の論理」教育学研究 81巻２号（2014年）138-149頁。
（22）　Crick Report, supra note 12 at 49.
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に準ずる能動的な学びの営みに参画する機会や場を設けていくことが不可
欠となる」とし（23）、さらに、「予測困難な時代において、我が国にとって
今最も必要なのは、将来の我が国が目指すべき社会像を描く知的な構想力
であ」り、「学生が未来社会を生き抜く力を修得するために、また大学が
我が国と世界の安定的、持続的な発展に重要な役割を担うためにも」大学
における教育の質的転換が必要不可欠であるとしている（24）。そのために、
学士課程教育の質的転換として求められるのが、「能動的学修（アクティ
ブ・ラーニング）」であり、ロールプレイ方式の教育はそれに適した手法
といえよう。また、そこに通底する理念は、高等学校学習指導要領（平成
21年３月）が「広い視野に立って、現代の社会について主体的に考察さ
せ、理解を深めさせるとともに、人間としての在り方生き方についての自
覚を育て、平和で民主的な国家・社会の有為な形成者として必要な公民と
しての資質を養う」（31頁）と定める部分にも見出すことができ、初等・
中等教育段階においてもロールプレイ方式での教育手法の開発・導入が模
索されているところである。
　常時啓発活動においては、こうした方式での主権者教育として、模擬投
票を用いる取組みを散見することができる。その実施方法にも様々なもの
があるが、実際の選挙を題材として、各政党から提供されたポスターやマ
ニフェストを教材とし、各地の選挙管理委員会などから選挙箱や記帳台を
借用して、学校での投票を行うものもある。その際、事前の調べ学習を行
わせてディスカッションをさせるなど、単に投票をするだけにとどまらな
いものもある（25）。各地の選挙管理委員会や明るい選挙推進協議会（明推協）
が主催・協力などの形式で、学校への出前授業や生徒会選挙、NPOの実
（23）　中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」（平成20年12月24日）23頁。
（24）　中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて―生
涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」（平成24年８月28日）２頁。
（25）　山本友和・田村徳至「中学校社会科における政治学習の改善に関する実証的研究
―選挙公約の分析と模擬投票を取り入れた授業を通して」教育実践研究（上越教育
大学）21号（2011年）９-18頁。
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施する企画、各種イベント、成人式の機会などに模擬投票を実施する例が
多い（26）。また、大学の教職課程での必修科目である日本国憲法の授業にお
いて、統治機構の基本事項や選挙制度の説明を踏まえて、実際の衆議院議
員総選挙の比例代表を模して実施した例などもある（27）。
　選挙結果に何も影響力のない模擬投票だとしても、やり方によっては、
「誰の名前を書こうか、どの政党を選んだらいいのか、投票用紙を前にし
て30分以上悩む高校生もいる」というように（28）、政治的無関心を克服すべ
く、知識をもとに主体的な判断を行い、行動へとつなげていくという主権
者教育の題材となり得るのである（29）。
　もっとも、こうした事例は徐々に増加しているものの、選挙管理委員会
事務局の人的資源の限界や教育現場での理解不足もあり、全国的な広がり
を見せるというところまで至っていない。常時啓発報告書が、今後の課題
として大学との連携や学習指導要領への主権者教育のカリキュラム化を提
言するのもそうした現状の問題を補う意図があると思われる。確かに、主
権者教育の理念やその効果は非常に重要であるが、ただでさえ授業が過密
な高等学校などで、受験の成果に結びつきにくい事柄を正規の授業で取り
入れるのは、教員によほどの理解と力量がなければ難しい（30）。また、こう
した教育は手間がかかる上に、多数の人間が協力して実施しなければ実現
は困難となろう。さらに、一過性のイベントで終わらせてしまうのではな
く、継続することが重要であり、小学校から大学、さらに生涯教育へと学
（26）　常時啓発報告書・前掲注１）20-26頁。
（27）　大津尚志「『模擬投票』をとりいれた教職課程における日本国憲法授業の試み―ア
クティブ・ラーニングの一環として」教育学研究論集（武庫川女子大学）８号（2013
年）55-59頁。
（28）　林大介「シティズンシップ教育としての未成年模擬選挙の可能性」福祉社会開発
研究（東洋大学）６号（2014年）73頁。
（29）　代表的な文献として、杉浦真理『主権者を育てる模擬投票』（教育ネット、2008年）
参照。
（30）　「シンポジウム　若者・子どもの政治意識の醸成、向上（特集・主権者教育をめざ
して）」Voters ７号（2012年）７-９頁。
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校の枠を超えた教育となることが理想であるが、模擬投票では発達段階や
学習能力に応じたカリキュラム化には至っていない。この点、一貫した理
念の下で体系化された学修プログラムが整備されてこそ、「啓発」を脱し
て「教育」へと変容しうると思われる。
　何よりも問題なのは、すでに主権者教育と理念を同じくする法教育が一
歩先んじて学習指導要領に盛り込まれており、その整理・調整をはからな
ければならないが、常時啓発報告書にはその観点が欠落している（31）。これ
では、新たな学習指導要領に主権者教育が盛り込まれたとしても、教育現
場に負担を押し付けるだけで、実のある主権者教育が行われるべき環境が
整わない。
　そこで、次に法教育の現状と主権者教育との接合点について述べていき
たい。
２、法教育と主権者教育の統合的理解
（１）わが国の法教育
　20世紀末から21世紀初頭にかけて、わが国では各種改革が行われ、そ
の際、一貫して国民像の転換が求められるようになった。それは、従来、
もっぱら統治される国民像から、主体的積極的に統治に関わる国民像への
変化である。
　司法制度改革も基本的にこの路線に乗って進められてきた。1999（平
成11）年に内閣の下に司法制度改革審議会が設置され、2001（平成13）
年に報告書が提出された。審議会意見書は、基本理念として次のように
「法の支配」の確立をうたっている。
（31）　政治教育、法教育、公民教育、市民教育など「○○教育という言葉が巷にはあふ
れており、それらの概念の包含関係や異同を整理することが必要となる」旨の指摘
として、横大道聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「模擬国会の教育的
意義―初等・中等教育における実践を中心に」教育実践研究紀要（鹿児島大学）23
巻（2014年）19頁。
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　法の精神、法の支配がこの国の血となり肉となる、すなわち、「この国」がよって
立つべき、自由と公正を核とする法（秩序）が、あまねく国家、社会に浸透し、国民
の日常生活において息づくようになるために、司法制度を構成する諸々の仕組みとそ
の担い手たる法曹の在り方をどのように改革しなければならないのか、どのようにす
れば司法制度の意義に対する国民の理解を深め、司法制度をより確かな国民的基盤に
立たしめることになるのか。（32）
　そして、「国民の一人ひとりが、統治客体意識から脱却し、自律的でか
つ社会的責任を負った統治主体として、互いに協力しながら自由で公正な
社会の構築に参画し、この国に豊かな創造性とエネルギーを取り戻そうと
する志」を一連の改革に共通する理念として掲げ、司法制度改革は、「こ
れら諸々の改革を憲法によって立つ基本理念の一つである『法の支配』の
下に有機的に結び合わせようとするものであり、まさに『この国のかたち』
の再構築に関わる一連の諸改革の『最後のかなめ』として位置付けられる
べきものである」としている。これを受けた裁判員制度の導入により、国
民が参加する司法制度が新たに構築されることになる。また、一連の構造
改革により、行政による事前規制の多くが撤廃され、国民の自由な活動の
範囲が広がる一方、自由な活動から生じ得る紛争を事後的に法によって公
正に解決することが、より強く求められるようになったことを背景に司法
制度改革が実施された経緯がある。さらに、総合法律支援制度の整備によ
り、国民の司法へのアクセスが容易にされたことを前提に、司法への精神
的ハードルを下げることも求められていた。
　そこで、2003（平成15）年に法務省に法教育研究会が設置され、翌年
に報告書が公表されたのに続き、2005（平成17）年には法教育研究会の
後継組織である法教育推進協議会が法務省に設置され、2009（平成21）
（32）　司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書―21世紀の日本を支える司法
制度」（平成13年６月12日）３頁。http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/report/
ikensyo/pdf-dex.html
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年に開始する裁判員制度に向けて、法教育推進のための具体的な施策の検
討と取組みが進められることとなった。
　法教育研究会意見書では、「社会の変革を受け、国民一人ひとりが法や
司法の役割を十分に認識した上で、紛争に巻き込まれないように必要な備
えを行い、仮に紛争に巻き込まれた場合には，法やルールにのっとった適
正な解決を図るよう心がけ、さらには、自ら司法に能動的に参加していく
心構えを身に付ける必要がある」として、法教育のあるべき姿を検討する
とともに、「法教育の具体的内容及びその実践方法をより明確に提示する
ために４つの教材を試案的に作成」している（33）。
　４つの教材は、「ルールづくり」、「私法と消費者保護」、「憲法の意義」、
「司法」に関するものであるが、いずれも中学校学習指導要領や教科書の
記述との関係を明示し、授業構成を意識した単元の位置付け・目標・指導
を掲げるとともに、生徒が作業できるようにワークシートや分かりやすい
資料などを添付して、実際に学校の授業で用いられるようにすることに配
慮をしている。
　また、弁護士会等が模擬裁判を実施していることなどを念頭に、「司法」
に関する教材については、模擬裁判を発展的な学習として実施できるよう
に、次のような解説がなされている。
　「司法」の学習を踏まえて、例えば、模擬裁判を実施する。もし、法廷傍聴を実施
した後、模擬裁判を実施することができれば、更に効果的である。
　判決主文・判決理由などをまとめる際には、生徒の発達段階に配慮し、難解な専門
用語にこだわりすぎないように指導する。必要に応じて、法律実務家の指導・助言を
受ける場を設けることも視野に入れて学習を進める。学習に際しては、課題や役割分
担を明確にすること、関係者のプライバシーには十分留意すること、スモール・ス
（33）　法教育研究会「（報告書）我が国における法教育の普及・発展を目指して―新たな
時代の自由かつ公正な社会の担い手をはぐくむために」（平成16年11月４日）１頁。
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テップで学習を進められるような、授業の進み具合の調節や指導・助言を心がけるこ
となどの工夫が考えられる。発表については、文化祭・学校祭や学校公開授業などの
活用が考えられる（34）。
　既述の通り、能動的学修が求められる今日の教育において、模擬裁判は
格好の教材となりうる。この他の３つの教材についても、役割分担をした
上でワークシートを記入させたり、グループでディスカッションをさせた
りと、ロールプレイの手法を意識した教材となっている。
　今後、主権者教育として例えば模擬投票を学校の教材として用いること
を目指すのであれば、こういった授業での実際の使用を意識した教材作り
が欠かせないことになろう。
（２）アメリカにおける法教育法の意義と変容
　ただ、わが国の法教育が参照するアメリカの法教育については、若干の
検討を要する。それは、まず法教育の意義についての淵源から検討を始め
る必要がある。法教育研究会の報告書では、法教育の定義を次のように紹
介している。
　「法教育」とは、広く解釈すれば、法や司法に関する教育全般を指す言葉である。
しかし、より具体的には、アメリカの法教育法（Law-Related Education Act of 1978,P.
L.95-561）にいうLaw-Related Educationに由来する用語であって、法律専門家ではな
い一般の人々が、法や司法制度、これらの基礎になっている価値を理解し、法的なも
のの考え方を身に付けるための教育を特に意味するものである。（35）
　しかしながら、今日のアメリカの統一法典において「法教育（Law-
Related Education）」の語は存在しない。報告書が引用する法教育法自体、
（34）　同上106頁。
（35）　同上２頁。
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長年の法改正の経過において削除されているのである。もちろん、現行法
と無関係に法教育の定義を参照したに過ぎないのであれば、それほどの問
題もなかろう。しかも、アメリカにおいて、法教育そのものは現在でも当
然に実施されている（36）。だが、1978年法教育法が制定された経緯と削除に
至った経緯を知ることが、本来的な法教育の意義を再確認し、主権者教育
との接合点を見出す作業につながる。
　アメリカにおいては旧来から憲法教育が行われてきたところであるが、
それは暗記中心の教育であり、1960年代になって、それとは別に市民的資
質教育の再生が求められるようになったとされる（37）。そこでは、「市民性
教育（citizenship）や批判的思考力の鍛錬、価値理解の方法・技術（value-
sorting skill）をも達成しようとする」（38）。その背景には、当時のベトナム
戦争や環境問題などの社会問題、さらにウォーターゲート事件での政治不
信から、政治体制に対する批判と社会的な不安からくるデモや暴動が頻発
し、「法と秩序の危機」が生じたことがあるとされる（39）。
　そうした社会的混迷状況の是正に向け、社会科教育への期待が高まり、
1978年法教育法の制定に至るのである。同法は、補助金を伴う教育プロ
グラムの根拠法である1965年初等中等教育法第１章の一部（第Ｇ部）で
ある（40）。一般的に引用される法教育の定義規定は、20節3002条（20 USC 
（36）　アメリカ法律家協会（ABA）の法教育活動として、以下を参照。
　　http://www.americanbar.org/groups/public_education/resources/law_related_
education_network.html
（37）　磯山恭子「諸外国における法教育の現状―アメリカの法教育カリキュラムの分析
を通じて」（法教育研究会第４回会議（平成15年11月12日）資料）２頁。
（38）　三谷晋「米国における法教育について―Law-Related Education （LRE）」地域研究（沖
縄大学）２号（2006年）108頁。
（39）　安藤輝次「アメリカ社会科の新傾向：法教育」教育学論集（大阪市立大学）４号
（1978年）47-50頁。
（40）　寺倉憲一「資料・2000年の目標：アメリカ教育法の成立―アメリカにおける近年
の教育改革の動向とクリントン政権の教育政策」レファレンス44巻９号（1994年）
26-27頁。
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3002）b項に当初置かれた（41）。もっとも、1978年法教育法の「内容が、中
産階級の関心と能力をもつ子どもに合っていても、恵まれない子どもに
合っていないのではないかという危惧がある」（42）と当時から指摘されてい
たところであるが、その後のクリントン政権以降の法改正では、そうし
た恵まれない子どもたちに焦点を当てた教育プログラムへと重点が移る
とともに、「法教育」の語が法文から消え（43）、代わりに「市民教育（civic 
education）」が規定されるようになる（44）。
　カリフォルニアに本拠を置くNPOであるCenter for Civic Education（45）
が作成した教材"Foundations of Democracy"は（46）、わが国において、代表
的な法教育プログラムとして紹介されるが（47）、法教育にとどまらず、投票
（voting）を含む統治過程全般にわたる内容となっている。したがって、
実質的にはわが国の常時啓発が目指す主権者教育に関する教材とみること
ができよう（48）。
（41）　その後、1988年P.L.100-297により20節2965条（20 USC 2965）b項に移動、1991年
P.L.102-62により一部改正されるが、定義規定自体には変更がなかった。
（42）　安藤・前掲注39）50頁。
（43）　1994年P.L.103-382により20節2701条以下が全面改正される。代わって2000年の目
標：アメリカ教育法（P.L.103-227）に、「市民としての責任を自覚し、地域への奉仕
等の意義を理解させるための種々の活動にすべての生徒が参加すること」が規定さ
れる。
（44）　2002年P.L.107-110により、市民教育（civic education）が明記されている。
（45）　Center for Civic Educationへの助成も市民教育の一環として位置づけられている
（20 USC 6713）。
（46）　教材の一つを邦訳したものとして、Center for Civic Education（江口勇治訳）『テ
キストブックわたしたちと法―権威、プライバシー、責任、そして正義』（現代人文
社、2001年）。
（47）　橋本康弘「市民性育成を射程に入れた『法学教育』的法教育カリキュラムの構造
―The American Legal Systemシリーズの場合」法と教育４号（2013年）５頁。
（48）　ちなみに、模擬選挙プログラムであるStudent/Parent Mock Electionが、教育向上
基金の助成対象として法定されている（20 USC 7243）。
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（３）小　括
　アメリカの法教育をめぐる法制定・改正経過を概観すると、1960年代
と1990年代とに生まれた２つの潮流をみることができる。前者は、旧来
の憲法教育が暗記中心で政治的責務を強調するものであるとの反省から、
批判的思考を含む法教育の必要が認識されるに至り、法教育法制定へと結
実していった。これに対して、後者は、経済的格差の拡大や恵まれないマ
イノリティへ対象を広げるなどした市民教育へと法教育が再編されていく
過程である。市民教育が必要とされる背景は、同時代イギリスのシティズ
ンシップ教育と共通するものがあり、教育を通じて広く市民に共通の価値
観を持たせて、社会的包摂を果たしていこうとする取組みと評することが
できよう。２つの潮流は共通する部分もあるが、後者の方が、移民の流入
などによる価値観の多様化が進み、社会分断の危機が深刻な様子がうかが
える。
　翻って、わが国の場合、今日の法教育導入の主な潮流は（49）、司法制度改
革に伴う裁判員制度などの創設により、国民に法制度への理解を求めると
いう必要性の観点から行われている点にあり、英米のような深刻さはいま
だ希薄である。そのためか、まず構造改革ありきであるので、制度を所与
のものとして批判的観点が欠落しているとの批判もある（50）。エリートが設
定したゴールに向かうことを「市民性の陶冶」に擬するのでは、アメリ
カの旧来の憲法教育とさほど変わりはないのではなかろうか。やはり、
ゴールそのものの意義を問う能力を養わずに市民性は生まれないと思われ
（49）　これ以前に存在した２つの潮流について紹介したものとして、北川善英「『法教育』
の現状と法律学」立命館法学５・６号（2008年）68-70頁。法務省の法教育研究会に
は、そうした「潮流」に関わっていた者も加わっており、同研究会報告書は、「第１
の潮流（法教育）と第２の潮流（司法教育）およびその発展（法教育）の成果が反
映された結果である」と評される（北川・同上84頁）。
（50）　江澤和雄「わが国における法教育の現状と当面する課題」レファレンス64巻１号
（2014年）44-45頁。
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る（51）。この点において、政治的リテラシーを不可欠の要素とする主権者教
育に分があり、今日の英米におけるシティズンシップ教育や市民教育と共
通の要素を含んでいる。
　もっとも、主権者教育は法教育に比して総花的であり、発展段階に対応
した体系的カリキュラムを構築するのが困難な現状にあると思われる。そ
こで、アメリカの状況を参考にしつつ、法教育を主権者教育に取り込ん
で、カリキュラムを構築することが得策ではないか。
３、模擬選挙、議会、裁判と法教育
（１）啓発活動から教育活動へ――模擬国会の経験から
　ここからは、筆者が10年ほど前から行っている「模擬国会」の取組み
について紹介しつつ、主権者教育を法教育と関連付ける方策について検討
してみたい。
　参議院では、小・中学生を対象とした「特別体験プログラム」を実施し
ている（52）。国会議事堂の参観の際に、委員会室と本会議場を模した体験プ
ログラム会場で参議院事務局が予め作成した台本が用意され、委員長や大
臣などの役割分担を割り振られた児童・生徒がその役割を演じることで、
立法過程を体験できるようになっている。議題となる法案の内容には難易
度が付されており、学年に応じた台本を選択できるようになっている。
　ただ、これをロールプレイの一種と呼ぶことができるとしても、基本的
に国会見学に伴う一過性のイベントであり、教育活動そのものと呼べる段
階には至っていない。国会活動の広報であって、啓発活動の一種と位置づ
（51）　前出のCenter for Civic EducationによるFoundations of Democracyも、レッスン５
「わたしたちは権威の地位に就く人をどのように選ぶべきか」として、身近な選挙か
ら代表を選ぶ意義と視点について論じている。Center for Civic Education（江口監訳）・
前掲注46）32-38頁。
（52）　http://www.sangiin.go.jp/japanese/taiken/t_program/t_program.html
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けられよう（53）。
　この仕組みを基本にしつつ、大学生の知的レベルにも耐えうるよう、学
生たちに自ら台本を作成させ、国会の議事手続に従って、質疑や討論演説
を行いうるようにしたのが、筆者の取り組む「模範議会プロジェクト」で
ある（54）。学生は、役割分担に応じて質疑や答弁を作成するが、そのために
は法案に関する知識・理解を得る必要がある。そこで、事前の調査・議論
などをグループで行うことで、能動的学修がはかられるのである。特段の
優劣はつけないが、このようにして啓発段階から法教育ないし法学教育の
段階へと移行することが可能になる（55）。
　これに加えて、議題となる法案そのものを作成させる取組みも別途行っ
ている（56）。法文作成にあたっては、法の基本的な体系的理解のほか、関連
法の調査・研究が欠かせず、単に政策論を展開するのではなく、その実現
（53）　手塚崇聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模擬国会を通じた『能動
的法学学修』の試み――シンポジウムの報告」社会とマネジメント（椙山女学園大学）
11号（2014年）43-57頁。
（54）　岡田順太「模擬国会のすすめ―立法政策論の実践的構築の試み」総合政策論集（東
北文化学園大学）６巻１号（2007年）133-155頁。
（55）　ここで啓発活動を、「特定の社会的事項について、一般市民を対象として、広く関
心を持たせて、理解を促進し、主体的・積極的参加を促すための広報その他の活動」
と定義する。また、法教育と区別される法学教育とは、「広い視野と知識をもとに、
各分野の法制度についての知識を伝授するとともに、法的思考方法を養い、バラン
スの取れた判断力と教養豊かな優れた人格を有する学生を育成することを目的とす
る教育」をいう。ただし、そもそも法教育と区別される法学教育の概念をアメリカ
に見出すのは困難であり、法教育と法学教育の区別は自ずと相対的なものとなる。
そこで、さしあたり法学教育の特質として、「六法」を中心に体系だてられた法理論
の伝授が中心となり、国家試験との結びつきを念頭に行われる教育である点を挙げ
ておきたい。出口雄一「六法的思考」桐蔭法学研究会編『法の基層と展開―法学部
教育の可能性』（信山社、2014年）352頁。
（56）　岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「模範議会2013―記録と資
料」白鷗大学論集29巻１・２合併号（2015年）333-392頁、岡田順太・岩切大地・大
林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「模範議会2012―記録と資料」白鷗大学論集28巻１号
（2013年）377-434頁、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模範議会2011―
記録と資料」白鷗大学論集27巻１号（2012年）353-414頁、岡田順太「模範議会2010
―記録と資料」白鷗大学論集26巻１号（2011年）391-431頁。
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に至る方法を具体化して、法文に落とし込む作業が必要となる。かなり高
度な能力が必要であり、法学教育ないし法曹教育の段階に至っているとい
えよう（57）。
　さらに、将来的には学生が作成した法案を模擬国会で審議して、模擬裁
判を行うという、法案作成→国会審議→訴訟へと至る民主政のプロセスを
模擬体験することにも取組みを進めたいと考えている（58）。そして、そこに
模擬選挙が入れば、民主政の全プロセスを模擬体験しうることになる。こ
のように考えれば、法教育を柱としつつ、議会を中心において主権者教育
を構築する道筋が自ずと見えてこよう。
（２）啓発から教育への質的転換とレベル設定
　さて、こうした取組みは主に大学生を対象としたものであるが、現在、
中学・高校レベルも含め、発達段階に応じたプログラムの作成を進めてい
る（59）。そこで、主権者教育を法教育と融合させる視点として欠かせないの
が、まず啓発活動と教育活動の区別であろう。ここで、それらの大きな違
いは、到達目標の設定の有無にあると考えたい。啓発活動は参加そのもの
に意義があるが、教育活動となれば参加するだけでなく、一定の目標達成
に向けた取組みが不可欠である。
（57）　ここで法曹教育とは、「具体的な事例の司法的解決を目指すことを念頭に、それに
不可欠な専門的知識と技能を身につけ、実践的思考力を養い、高度な専門家として
社会で通用するための総合力を育成することを目的とする教育・研修活動」をいう。
もちろん、法学教育との違いは相対的である。
（58）　大林啓吾・岡田順太・岩切大地・横大道聡「法学教育における模擬裁判の実践――
漫画規制を通して憲法問題を考える」情報処理センター年報（帝京大学）14号（2012年）
65-85頁。
（59）　岡田順太・横大道聡「法学教育における能動的学修プログラムの開発－模擬国会
を用いた臨床法学教育の試み」白鷗大学法政策研究所年報８号（2015年）23-84頁、
横大道聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「模擬国会の実践プログラム
―少年法の一部を改正する法律（平成26年法律第23号）を素材に」教育実践研究紀
要（鹿児島大学）24号（2015年）。
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　もっとも、啓発活動から法教育段階へと移行させることが重要で、その
際に一定の思考能力を養ったり、作業をさせたりという工夫がなされる必
要はある。その意味で、啓発活動に到達目標が不要という趣旨ではない。
啓発活動であっても、事前に予習課題を与えたり、事後的にフォローアッ
プをさせるなど、前後に具体的な目標を定めることで法教育活動としての
意義を有するようになる。特に、主権者教育として位置づけるのであれ
ば、政治的リテラシーとしての批判的思考を養う工夫が必要になろう（60）。
いずれにしても、単なる参加型の啓発活動にとどまるものを、法教育や主
権者教育と称してはならないと考える。
　そして、法教育の題材が断片的にとどまるのに対して、より体系性を意
識したものが法学教育である（61）。さらに、能動的学修において参照すべき
資料等が与えられたものに限られるか、また、課題設定者が正解を有する
か、批判的能力を有する解答者による正解の書換えが可能か否か（閉鎖系
／開放系）によって、法学教育と法曹教育（臨床教育）の区別がなしうる。
　次の表は、上記の区別を示したものである。
到達目標 範　囲 構　造
啓発活動 な　し
断片的
閉鎖系法教育
あ　り法学教育
体系的
臨床教育 開放系
　もっとも、これらの区別は、筆者が模擬国会の取組みをするなかで考え
た一つのモデルであり、議論の余地もあろう。ただ、重要なのは、それら
の区別を発展段階ととらえて、それに応じたプログラムを教材として用意
することにある（62）。そこで、プログラムのレベルを縦軸、投票→法案作成
（60）　そこで有用なのは情報リテラシーであるが、議会審議においてそれは質疑の段
階で最も必要となる。そうした観点から、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道
聡・手塚崇聡「国会質疑の技法―模範議会2012の手引き」白鷗大学論集27巻２号
（2013年）292-303頁では、情報処理に必要な視点を示している。
（61）　なお、法学教育とは区別された法教育の取組みに関して、那須弘平「法学と法教
育」法と教育３号（2012年）76頁参照。
（62）　横大道ほか・前掲注31）８-10頁に、レベルに応じたプログラムのモデルが示され
ている。
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→国会審議→訴訟という民主政のプロセスを横軸として、それぞれに合っ
た教材を作成することが体系的な主権者教育の構築に向けた一つの柱とな
ろう。
４、まとめ――主権者教育に向けての課題
　既述の通り、常時啓発報告書では学習指導要領の改訂に合わせて、政治
教育を充実させ、学校教育のカリキュラムに位置づけることを提言してい
る（63）。しかし、初等・中等教育の過密スケジュールに新しい取組みを入れ
込む余地が見出しがたく、また、そこにおける法教育と政治教育の内容が
区分され、非常に固まってしまっているのが現状である。
　そこで、次のような考えに至るのは、当然であろう。
…本当のシビック・エデュケーションというものを考えない、全体としては考えてい
るはずなのだけれども、どうもそこのつながり具合がすっきりいかないままで、いろ
いろな内容を盛り込んでいくうちに、何か非常にわかりにくい話になってしまって、
何のためにこのような教育をやるのだという話が見失われる恐れがあるといいましょ
うか、こういったような問題は、多分二つの教育の共通テーマとして設定する必要が
あるだろうと思います。（64）
（63）　第100回中央教育審議会（平成27年８月６日）において、次期学習指導要領に高
校公民科の必修科目として「公共」（仮称）を設ける案が示された（資料5-1、5-2、
5-4参照）。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/136084.
htm
　　新科目は「主体的な社会参画に必要な力を、人間としての在り方生き方の考察と関
わらせながら実践的に育む科目」と主権者教育的に位置づけられており、その例と
して模擬投票や模擬裁判などが挙げられている。ただし、その詳細は今後の検討課
題となっており、「政治的リテラシー」や法教育との関連などについては言及され
ていない。報道によれば、2016年度中に中教審から答申される方針とのことである
（2015年８月６日朝日新聞）。
（64）　佐々木毅「政治教育と法教育について」大村敦志・土井真一編著『法教育のめざ
すもの―その実践に向けて』（商事法務、2009年）182-183頁。
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　したがって、主権者教育を学校教育に盛り込むためには、まず法教育と
政治教育との連携・調整が不可欠である。ただ、それでも十分な教育時間
を確保することは、現実的に難しいと思われる。そこで、もう一つの戦略
として、課外における主権者教育を推進することが考えられる。そのため
には、大学においてモデルとなる活動を示して高大連携教育に役立てた
り（65）、大学が主導しつつ甲子園のように高校生にロールプレイを競わせた
りというように（66）、大学を最大限活用して社会的役割を果たさせることが
必要となる。カリキュラムや教材が整っていたとしても、初等・中等教育
の教員の意識と能力には限界があり（67）、その意味でも大学教員との連携は
欠かせない（68）。
　ちなみに、筆者が行っている模擬議会は、単に教育活動というだけでな
く、あるべき議会像を研究するための実験装置としての意義があると考え
ている。それは、明治初期の帝国議会開設期に実施された「議事演習会」
ないし「擬国会」が、そうした趣旨で行われていたことに通じるものがあ
る（69）。模擬投票や模擬裁判を行う際にも、そうした要素を見出すことは重
要である。というのも、研究成果に昇華させる意義がないのに、正課でも
ない教育活動に研究者が進んで取り組むことは期待しがたいからである。
（65）　なお、高大連携にあっては、大学教育に不可欠となる基礎知識を涵養することが
求められる。岩切大地・岡田順太・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「大学入学時に
おける憲法学習状況の実態調査――高大接続の憲法教育に向けて」法制研究所研究
年報（立正大学）19号（2014年）３-31頁。
（66）　プリンストン大学の模擬議会を紹介するものとして、横江公美「法案の書き方を
知っていますか！立法を学ぶ高校生（アメリカの有権者教育レポート第５回）」私た
ちの広場287号（2006年）17-19頁。
（67）　那須弘平元最高裁判事は、初等・中等教育における法教育の内在的制約につい
て、①授業を受ける生徒の成熟度の低さ、②時間の制約、③政治的中立性ととも
に、④「授業を担当する教員が一般的には法律の専門家でないことによる教育の深
さおよび広がりに関する制約」などを挙げている。那須・前掲注61）78頁。
（68）　横大道聡・岡田順太「高等学校『現代社会』教科書の記述内容に関する一考察―
憲法学の視点から」教科書フォーラム（中研紀要）12号（2014年）59-74頁。
（69）　模擬国会小史については、岡田ほか・前掲注59）29-30頁。
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また、とかく教育的側面が強調されると、制度受容圧力が高まり批判の機
会が失われることも考えられる。これを克服するためには、制度理解と実
践から健全な批判へと結びつけ、制度改善へとつなげる流れが不可欠であ
り、その裏づけとなる理論を研究者が提供する構図が作られることが望ま
しい。これは指導する教育者の側の態度と表裏の関係にあるが、指導する
側が必ずしも理想的な民主政を経験していないのであるから、明らかな誤
りは指摘するとしても、理想形を参加者一丸となって模索していくという
意味での包容力が欠かせないだろう。
　その上で、バランスよく政治的要素を織り込んでいくことも重要であ
る。もちろん、政治的中立性の確保に配慮すべきであるが、それは政治的
無色透明性を意味しない。参議院において超党派で実施された「こども国
会」（70）などの取組みがその参考となろう。
　今後、常時啓発として主権者教育を実施するのであれば、そうした取組
みを関係者の協力を得ながらコーディネートしていくことが選挙管理機関
には求められることになる。とはいえ、事務局レベルのイニシアティブで
できることは限られている。特に、実際の選挙事務を主権者教育の機会と
して提供するとしても、選挙の公正を優先するあまり無難な作業のみの実
践ということになりかねない。そうした下請け作業だけで主権者教育と
いえるのか疑問なしとしない（71）。それは、事務局頼みの主権者教育ではな
く、行政委員会としての選挙管理委員会本体がその機能を発揮すべき場面
ということになる。
　いずれにしても、政治参加の模擬体験は、学問が現実社会に対して有す
（70）　参議院事務局編『子ども国会―復興から未来へ：報告書』（参議院事務局、2012
年）。
（71）　この点、法的に整理しておくべき課題として、未成年者の選挙運動規制（公選法
137条の２）が主権者教育を阻む要素になっていないか、選挙権年齢の引下げを契機
に再考する必要があろう。また、近時、大学生による開票作業ボランティアが行な
われている例があるが、選挙事務に未成年者をどの程度関わらせることができるの
か、また、それが外国籍の者であった場合どうなるのか、といったことの理念的考
察はあまりされていないように思われる。
白鷗法学　第22巻１号（通巻第45号）（2015）170
るリアリティを発揮し、政治参加を活発にするための重要な要素になると
思われる（72）。ただ、そのためには、主権者教育の構築に向けて、まず政治
領域と法領域の双方が協働し、それらが融合した主権者教育の内容・手法
を構築していかなければならないのである（73）。
【追記１】本稿は、公益財団法人日本教育公務員弘済会平成27年度日教
弘本部奨励金助成対象研究「模擬国会を利用した法教育の研究―参議院特
別体験プログラムを活用した能動的学修教材の開発」による成果の一部で
ある。
【追記２】本稿は、2015年５月16日に開催された日本選挙学会法律・制
度部会「政治参加を支える選挙管理」における報告原稿に加筆・訂正した
ものである。
 （本学法科大学院教授）
（72）　横大道ほか・前掲注31）10-12頁。
（73）　憲法学はそれらを結ぶ軸となりうるのであるが、例えば、人権教育をめぐって教
育学との温度差が見られるように、憲法学と教育学間での対話も必要となる。横大
道ほか・前掲注68）74頁、横大道聡・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「人権教育に
ついての覚書――憲法学の立場から」教育実践研究紀要（鹿児島大学）19号（2009年）
１-11頁。
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